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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

 
(注) １ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので「連結経営指標等」については、記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益について、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性がないため、記載

を省略しております。 

４ 従業員数欄の(外書)は、パートタイマーの人数で、月間所定労働時間を基準に算出した年間平均雇用人員で

あります。 

５ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第39期 第40期 第41期 第42期 第43期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 102,333 101,708 106,851 117,731 129,176

経常利益 (百万円) 5,656 4,514 6,024 7,350 8,682

当期純利益 (百万円) 2,945 2,147 3,324 4,226 5,044

持分法を適用した 
場合の投資利益

(百万円) ― ― ― ― ―

資本金 (百万円) 5,022 5,022 5,022 5,022 5,022

発行済株式総数 (株) 33,004,372 33,004,372 33,004,372 33,004,372 33,004,372

純資産額 (百万円) 52,052 53,482 56,240 59,798 63,649

総資産額 (百万円) 77,279 74,779 71,139 76,758 82,435

１株当たり純資産額 (円) 1,577.16 1,620.10 1,703.37 1,811.16 1,928.20

１株当たり配当額 
(内１株当たり中間配当額)

(円) 
(円)

20.0 
(10.0)

20.0
(10.0)

20.0
(10.0)

32.0 
(10.0)

38.0
(18.5)

１株当たり当期純利益 (円) 89.23 64.40 99.63 126.77 151.56

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 67.4 71.5 79.1 77.9 77.2

自己資本利益率 (％) 5.7 4.1 6.1 7.3 8.2

株価収益率 (倍) 17.4 20.5 15.2 15.0 17.9

配当性向 (％) 22.4 31.1 20.1 25.2 25.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,071 7,110 5,572 9,937 7,445

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,188 △1,478 △2,123 △5,012 △7,772

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △659 △668 △663 △665 △1,350

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 6,821 11,784 14,570 18,830 17,153

従業員数 (名)
974 
(226)

997
(271)

1,127
(335)

1,119 
(366)

1,142
(399)



２ 【沿革】 

  

 
  

年月 沿革

昭和39年３月 中山機工商会創始者中山注次が大阪市中央区(当時、大阪市東区)にて中山機工株式会社を設立

し、機械工具卸売業を開始(資本金５百万円)。 

現名古屋支店を開設。

昭和39年５月 現東京支店を開設。

昭和43年３月 現広島支店を開設。

昭和44年10月 現福岡支店を開設。

昭和46年１月 現大阪支店を開設。

昭和46年３月 大阪府東大阪市にて、スチール製品の取扱部門を分社し、中山ファイリング株式会社を設立す

る。 

現仙台支店を開設。

昭和48年10月 現新潟支店を開設。

昭和58年10月 現ＰＢ商品本部海外調達課を開設し、海外取引を開始。

昭和59年２月 現ＨＣ事業部大阪支店を開設。 

ホームセンター業界への販売を開始。

昭和62年10月 中山ファイリング株式会社を吸収合併し、資本金580百万円となる。 

地域管理のためブロック制を導入。

昭和62年12月 本社を大阪府東大阪市本庄西２丁目73番地８に移転。

平成元年３月 日本証券業協会に店頭登録(資本金2,722百万円)。

平成６年１月 トラスコ中山株式会社に商号変更。

平成６年４月 大阪証券取引所市場第二部に上場(資本金5,022百万円)。 

当社初の物流センター「プラネット九州」を開設。

平成７年５月 東京証券取引所市場第二部に上場(資本金5,022百万円)。

平成８年３月 東京証券取引所、大阪証券取引所の市場第一部銘柄に指定(資本金5,022百万円)。

平成９年４月 物流本部を創設。

平成12年１月 ＩＳＯ14001の認証を取得(東大阪地区の事業所)。

平成14年４月 東京本社の創設。

平成15年１月 プライベートブランド商品を“ＴＲＵＳＣＯ”ブランドに統一。 

ＩＳＯ14001の認証を追加取得(東京都港区、愛知県江南市の事業所)。

平成15年８月 仕入先への手形による支払を廃止。

平成16年１月 ＩＳＯ14001の認証を全物流センターで取得完了。

平成16年４月 ３事業部７本部制の組織変更。 

コンプライアンス室の創設。

平成16年７月 本店を大阪市西区新町一丁目34番15号に移転。

平成17年１月 ＩＳＯ14001の認証を全社取得完了。

平成17年４月 メンタル・ヘルスケア室の創設。

平成17年12月 得意先からの手形による回収の廃止。



３ 【事業の内容】 

当社の企業集団等は、当社及び関連会社２社から構成されております。 

当社は、ファクトリー事業部（工場向け市場）、ワーカーズ事業部(屋外作業向け市場)及びＨＣ事業部

(ホームセンター向け市場)と販売ルートに即した事業部制のもと事業を行っております。各事業部で取扱

う作業用品の一部(工具箱)及び研究管理用品の一部(作業台)を関連会社が製造し、当社が仕入れて販売し

ております。 

なお、当社における商品分類上の主要取扱商品は次のとおりであります。 

  

 
  

事業の系統図は下記のとおりであります。 

 

商品分類別 主要取扱商品

切削工具 切削工具、穴あけ・ネジきり工具

生産加工用品 メカトロニクス、工作機工具、電動機械、測定工具、測量用品

工事用品
ポンプ、溶接用品、塗装内装用品、土木建築用品、はしご・脚立、配管・電設資材、部
品・金物・建築資材、油圧工具

作業用品
電動工具・用品、切断用品、切削研磨用品、空圧用品、空圧工具、静電気対策用品、
防爆・絶縁用品、手作業工具、工具箱、化学製品、テープ製品、工場雑貨、梱包結束用
品、キャスター・工具消耗パーツ

環境安全用品 保護具、安全用品、環境改善用品、防災・防犯用品

物流保管用品 荷役用品、コンベヤ、運搬台車、省力機器、コンテナ・容器、スチール棚

研究管理用品 ツールワゴン、保管管理用品、作業台、ステンレス用品、研究開発関連用品

オフィス住設用品
オフィス用品、事務用家具、清掃用品、電化製品、インテリア用品、物置・エクステリ
ア用品

その他 一般消費材、印刷物 等



４ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

なお、職群別平均年間給与は基本職群6,258千円、特定業務職群4,783千円であります。 

３ 従業員数欄の(外書)は、パートタイマーの人数で、月間所定労働時間を基準に算出した年間平均雇用人員で

あります。 

  

(2) 労働組合の状況 

当社では労働組合は結成されておりませんが、労使関係については円満に運営されております。 

  

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

1,142   (399) 36.5 10.9 6,064



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当期における国内経済は、緩やかに改善する国内消費や、企業業績の改善を背景とした設備投資の増

加を受け、製造業の稼働率の上昇も幅広い分野へ広がりを見せました。当社はこのような好調な事業環

境から派生する商品需要を確実に受注へ結びつけるため、豊富な商品在庫や迅速な配送体制等事業イン

フラの活用や当社の利便性を販売店様に認知いただくための積極的な営業活動を展開いたしました。こ

の結果、売上高は1,291億76百万円(前年同期比9.7％増)となりました。利益面につきましては、売上総

利益率が18.9％で前年同期と比較し0.2％上昇し、売上総利益は増収効果と併せ前年同期比11.2％増の

244億21百万円となりました。一方で販売費及び一般管理費は前年同期と比較して10億45百万円増加し

たものの、結果として営業利益は83億34百万円(前年同期比20.4％増)、経常利益は86億82百万円(前年

同期比18.1％増)、当期純利益は50億44百万円(前年同期比19.4％増)と創業以来の最高益を達成いたし

ました。 

  

[商品分類別の概要] 

当期より、従来は生産加工用品に含めておりました切削工具を商品分類の１つとして開示しておりま

す。 

・切削工具 

自動車産業向けを中心とした国内の金型製造などの金属加工業は好調を維持しており、それらの影

響を受けた需要環境の拡大傾向のなかで、当社では在庫アイテムの充実等が受注増につながり、売上

高は70億41百万円(前年同期比12.0％増)となりました。 

・生産加工用品 

幅広い分野における国内製造業の稼働率が上昇傾向にあるなかにおいて、測定機器、工作機械周辺

機器や製造ラインのメンテナンスに関連する商品の受注が好調に推移いたしました。結果として売上

高は121億41百万円(前年同期比13.8％増)となりました。 

・工事用品 

配管・電設資材や塗装・内装用品、金物・建設資材、溶接関連用品、油圧工具などの需要増をファ

クトリー事業部等各事業部が確実に取込むことにより、売上高は129億38百万円(前年同期比10.9％)

となりました。 

・作業用品 

売上高構成比が35.0％と最も高い商品分類である作業用品は、裾野の広い商品群での需要が好調に

推移するなか、手作業工具、化学製品などの主力品が堅調であったことや、消耗品である工場雑貨、

梱包結束用品などの高い伸び率に支えられる形で、売上高は452億51百万円(前年同期比11.2％増)と

なりました。 

・環境安全用品 

工場や作業現場での作業環境改善策への注目度が向上するなかで、保護具、安全用品、作業場用冷

暖房機器の受注が好調に推移し、売上高は146億41百万円(前年同期比12.5％増)となりました。 



・物流保管用品 

国内製造業の稼働率向上は、資材・製品の移動や保管関連の製品へ需要にも波及し、この影響下

で、特に荷役用品、運搬用品、容器類などの受注が増加いたしました。結果として売上高は184億76

百万円(前年同期比14.3％増)となりました。 

・研究管理用品 

研究管理関連の商品需要は、国内製造業における高付加価値化の流れの影響を受け、需要の増加が

続いております。中でも保管・管理用品、ステンレス製容器・作業台などの受注が好調であり、売上

高は53億66百万円(前年同期比14.0％増)となりました。 

・オフィス住設用品 

オフィス住設用品におきましては、清掃用品、事務用家具が企業業績の回復による買換需要等で伸

長したものの、当社の取り組みのひとつである取扱商品のプロツール特化政策による、文具、ＯＡ用

品、家電製品の取扱中止の影響から、売上高は前期と比べ12億16百万円減少し114億22百万円(前年同

期比9.6％減)となりました。 

・その他 

「その他」のカテゴリーにおきましては、平成17年９月に発刊いたしました消耗品カタログ「サプ

リィ」や、総合カタログ「オレンジブック」の売上伸長があったものの、取扱商品のプロツール特化

政策の影響により、取扱を中止したギフト商品、ホームセンター向けレジャー用品等の売上減をカバ

ーできず、売上高は18億96百万円(前年同期比0.4％減)となりました。 

(2) キャッシュ・フローの状況 

当事業年度のキャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。 

〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕 

当期の税引前当期純利益は、増収効果と売上総利益率の改善が販売費及び一般管理費の伸長を吸収

した結果、前年同期比13億82百万円増の85億89百万円となりました。 

 しかし、営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同期に比べ24億92百万円減少の74億45百万円

の収入となりました。この主な要因は受取手形を全廃したことににより売上債権の減少幅が前期に比

べ33億96百万円の減少したこと及び法人税等の支払が前年同期に比べ６億81百万円増加したこと等に

よります。 

〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕 

当期の投資活動は、物流センター建設費用(プラネット神戸、プラネット東関東、プラネット北関

東、プラネット東海)、営業所の自社物件化(豊橋営業所)等の支出57億83百万円と本年11月稼動予定

の次期基幹システム構築等の支出16億24百万円等の投資を行った結果、前年同期に比べ27億60百万円

増加の77億72百万円の支出となりました。 

〔財務活動によるキャッシュ・フロー〕 

前期の利益配当と当期の中間配当金の支払額が13億35百万円と前年同期に比べ６億75百万円増加し

た結果、財務活動によるキャッシュ・フローは前年同期に比べ６億84百万円増加の13億50百万円の支

出となりました。 

  

以上３つの活動をうけ、当期末の現金及び現金同等物期末残高は、前年同期に比べ16億77百万円減

少の171億53百万円となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

該当事項はありません。 

  

(2) 仕入実績 

当期における仕入実績を商品分類別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は仕入価格によっています。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 当期より、従来は生産加工用品に含めておりました切削工具を商品分類の１つとして開示しており、前年同

期比も当期と同様の分類で比較しております。 

  

(3) 販売実績 

当期における販売実績を商品分類別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当期より、従来は生産加工用品に含めておりました切削工具を商品分類の１つとして開示しており、前年同

期比も当期と同様の分類で比較しております。 

  

商品分類 仕入高(百万円) 前年同期比(％)

切削工具 5,936 5.3

生産加工用品 10,424 14.2

工事用品 10,621 9.9

作業用品 36,952 10.5

環境安全用品 11,599 11.3

物流保管用品 14,712 16.3

研究管理用品 4,152 11.6

オフィス住設用品 9,175 △10.6

その他 1,897 14.6

合計 105,470 9.2

商品分類 販売高(百万円) 前年同期比(％)

切削工具 7,041 12.0

生産加工用品 12,141 13.8

工事用品 12,938 10.9

作業用品 45,251 11.2

環境安全用品 14,641 12.5

物流保管用品 18,476 14.3

研究管理用品 5,366 14.0

オフィス住設用品 11,422 △9.6

その他 1,896 △0.4

合計 129,176 9.7



３ 【対処すべき課題】 

(1)事業部毎の売上総利益率改善 

ファクトリー事業部、ワーカーズ事業部及びＨＣ事業部は、各々の販売チャネルの特性によって異な

る収益体質を持っております。各事業部の利益特性を見据えながら、更なる売上総利益率の改善策を実

施いたします。 

(2)物流システムの高度化 

販売店様への更なる利便性提供の観点からクイックデリバリーと倉庫内作業の正確性の確保を行うた

め、物流センター内における新たな作業管理システムの導入等を進めております。 

(3)情報システムの強化 

取扱商品アイテムや受発注処理量の増大に対応し、自動受注システムの処理能力向上等、総額約30億

円の基幹システムの置換投資を行い、事業付加価値の高い情報システムの構築を目指します。 

(4)新規仕入先取引、取扱商品の拡充及び在庫アイテムの拡大 

新規仕入先様や取扱商品の開拓等を推進し、当社総合カタログ「オレンジブック」への掲載アイテム

の拡充やそれに伴う商品在庫の増強により、販売店様からの受注間口を更に広げ、プロツールであれば

何でも揃う利便性の高い卸売業として機能の向上を図ります。 



４ 【事業等のリスク】 

当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性のあるリスクには下記のようなものがあり、投資

家の判断に重要な影響を及ぼす可能性がある事項と考えております。 

(1)経済状況による影響 

当社の売上高の約70％を占めるファクトリー事業部では、その販売ルートとして国内製造業各社を有

しており、当社の売上高は国内製造業の生産活動及び設備投資等によって業績及び財務状況に影響を受

けております。従って、今後国内製造業の事業活動において予期し得ない景気変動が当社の経営成績及

び財務状態に影響を及ぼす可能性があります。 

(2)プライベートブランド商品の品質による影響 

当社は自前で工場は保有しておりませんので、当社のプライベートブランド商品は国内外のトップメ

ーカーがＯＥＭ（Ｏriginal Ｅquipment Ｍanufacturing）による委託生産を行っておりますが、新製

品開発を行う場合予期せぬ不具合品が発生することにより、当社の信用が害され、当社の経営成績及び

財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

(3)ホームセンター各社との取引見直しによるＨＣ事業部の売上高への影響 

当社のＨＣ事業部が取引している販売店様は大手のホームセンターであり、利益率向上策の実践によ

り取引関係の見直しを行うことで、販売店様と進むべき方向が異なる場合、当社が商品供給ルートから

はずれることにより、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 財政状態の分析 

(流動資産) 

当事業年度末における流動資産の残高は、512億68百万円となり、前年同期比10億94百万円減少しま

した。大きな要因は、現金及び預金の減少(前年同期比16億77百万円減少)、商品の増加(前年同期比７

億16百万円増加)及び受取手形の減少(前年同期比13億22百万円減少)によるものであります。現金及び

預金につきましては、主に、税引前当期純利益85億89百万円を計上したものの、法人税等の支払33億90

百万円、情報化投資、事業用土地の購入などによる投資活動によるキャッシュ・フローの支出77億72百

万円等によって減少したものであります。商品につきましては、地域密着型の即納体制を整備するため

にプラネット神戸、ＨＣ神戸物流センター、プラネット東関東、ＨＣ関東物流センターなどの新設と、

取扱商品の拡大による在庫の積み増しを行ったことによるものであります。受取手形につきましては、

手形に関わる事務コスト低減と盗難などのリスクを回避する目的で原則として手形による回収を廃止し

たことによるものであります。 



(固定資産) 

当事業年度末における固定資産の残高は、311億66百万円となり、前年同期比67億71百万円増加しま

した。特に有形固定資産の残高は、258億78百万円となり、前年同期比49億円の増加となっておりま

す。増加の主な要因は、物流機能の充実及び販売拠点の強化の為、プラネット神戸、プラネット東関

東、プラネット北関東、プラネット東海の土地及び建物、豊橋営業所の自社物件等の取得によるもので

あります。これらの設備投資の資金はすべて自己資金により賄っております。 

(流動負債) 

当事業年度末における流動負債の残高は、176億36百万円となり、前年同期比16億32百万円の増加と

なりました。その主な要因は、買掛金の増加11億87百万であり、取扱商品の拡大に伴うものでありま

す。 

(固定負債) 

当事業年度末における固定負債の残高は、11億49百万円となり、前年同期比１億93百万円の増加とな

りました。これは、預り保証金が増加したことによるものであります。 

(資本) 

当事業年度末における資本の残高は、636億49百万円となり、前年同期比38億51百万円の増加となり

ました。増加の主な要因は、当期純利益50億44百万円の計上であります。 

(2) 経営成績の分析 

当事業年度における売上高は1,291億76百万円(前年同期比9.7％増)、販売費及び一般管理費は160億

86百万円(前年同期比7.0％増)、営業利益は83億34百万円の利益(前年同期比20.4％増)、当期純利益は

50億44百万円の利益(前年同期比19.4％)となりました。当事業年度において利益が増加しております

が、その主な要因は、増収効果とプライベートブランド商品の売上増加に伴う売上利益率改善によるも

のであります。 

  

なお、商品分類別の分析は、第２［事業の状況］１［業績等の概要］(1)業績の項目をご参照くださ

い。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当期の設備投資総額は、74億44百万百万円であります。 

そのうち主なものは、次期基幹システム19億39百万円、プラネット東関東建物17億85百万円、プラネッ

ト神戸建物15億79百万円、プラネット東海土地及び建物10億35百万円、プラネット北関東土地９億95百万

円で物流機能の充実及び販売拠点の強化のため投資を実施いたしました。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

  

事業所名 
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

札幌営業所 
ＨＣ事業部札幌営業所 
プラネット北海道 
ＨＣ北海道物流センター 
(札幌市東区)

各事業部共通の販売 455 4
323

(7,375) 9 793 32

仙台支店 
ＨＣ事業部仙台営業所 
プラネット東北 
(仙台市若林区)

各事業部共通の販売 187 9
260

(3,617) 9 467 37

新潟支店 
ＨＣ事業部新潟営業所 
ＨＣ東日本物流センター 
(新潟県三条市)

各事業部共通の販売 220 8
307

(7,381) 6 542 101

東京本社 
東京支店 
(東京都港区)

本社業務、各事業部
共通の販売 13 10 ― 20 43 30

城南支店 
品川営業所 
ＨＣ事業部東京支店 
(東京都大田区)

各事業部共通の販売 468 1
454

(1,428) 7 931 24

松戸営業所 
ＨＣ事業部北関東営業所 
プラネット東関東 
ＨＣ関東物流センター      
(千葉県松戸市)

各事業部共通の販売 2,040 11
1,027

(11,882) 57 3,137 104

大宮支店 
(さいたま市西区)

各事業部共通の販売 65 1
156

(1,652) 0 224 14

神奈川支店 
プラネット東京 
(川崎市川崎区)

各事業部共通の販売 65 3
424

(1,815) 7 500 30

厚木支店             
プラネット南関東         
プラネットサプライセンター東京  
(神奈川県伊勢原市)

各事業部共通の販売 375 6
995

(330,058) 22 1,400 74

名古屋支店 
東名古屋営業所 
(名古屋市瑞穂区)

各事業部共通の販売 214 3
220

(1,827) 4 443 35

岐阜営業所 
小牧営業所 
プラネット名古屋 
カットデポ中部 
(愛知県江南市)

各事業部共通の販売 749 3
538

(15,658) 2 1,293 87

岡崎支店 
ＨＣ事業部名古屋営業所 
(愛知県岡崎市)

各事業部共通の販売 451 17
349

(5,619) 13 831 41

四日市支店 
(三重県四日市市)

各事業部共通の販売 84 2
71

(1,288) 0 159 14



 
(注)１ 設備の内容については、部門名称を記載しております。 

  ２ 帳簿価格のうち「その他」は、工具器具及び備品であります。 

  

事業所名 
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

プラネット神戸 
ＨＣ神戸物流センター 
神戸営業所 
(神戸市中央区)

 各事業部共通の販売 1,568 4
482

(8,286) 29 2,084 14

ＨＣ事業部大阪支店 
ＨＣ事業部東大阪支店 
(大阪府東大阪市)

各事業部共通の販売 368 1
156
(874) 3 529 22

東大阪支店 
プラネット大阪第２センター 
情報システム本部 
(大阪府東大阪市)

本社業務、各事業部
共通の販売 290 16

462
(2,439) 92 861 32

プラネットサプライセンター 

プラネット大阪第１センター 

(大阪府東大阪市)

各事業部共通の販売 649 7
461

(2,553) 15 1,134 115

大阪本社 
大阪支店 
西大阪営業所 
(大阪市西区)

本社業務、各事業部
共通の販売 929 7

597
(1,231) 63 1,598 143

京都支店 
(京都市伏見区)

各事業部共通の販売 82 0
321

(1,796) 1 406 13

姫路支店 
(兵庫県姫路市)

各事業部共通の販売 2 2 ― 0 5 12

広島支店 
(広島市西区)

各事業部共通の販売 15 3
154

(1,034) 1 174 14

岡山支店 
ＨＣ事業部岡山営業所 
プラネット山陽 
(岡山県岡山市)

各事業部共通の販売 84 5
109

(1,674) 6 206 38

福岡支店 
プラネット九州 
(福岡市博多区)

各事業部共通の販売 199 4
424

(3,867) 9 637 44

久留米営業所 
ＨＣ事業部福岡支店 
ＨＣ九州物流センター 
(福岡県久留米市)

各事業部共通の販売 194 6
196

(5,556) 11 408 70

ＨＣ西日本物流センター 
(奈良県奈良市)

各事業部共通の販売 465 3
326

(19,951) 17 812 72



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

  

 
(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

事業所名 
(所在地)

設備の内容

投資予定額(百万円)

資金調達方法 着手年月 完了予定年月
総額 既支払額

ＨＣ事業部システム開発 
(大阪府東大阪市)

ソフトウェア等 422 327 自己資金 平成15年８月 平成18年11月

基 幹 シ ス テ ム 開 発 
(大阪府東大阪市)

ソフトウエア等 2,200 1,092 自己資金 平成16年８月 平成18年11月

プ ラ ネ ッ ト 北 関 東 
(群馬県伊勢崎市)

土地・建物 2,000 995 自己資金 平成18年５月 平成19年３月

プ ラ ネ ッ ト 東 海 
（愛知県岡崎市）

土地・建物 3,000 986 自己資金 平成18年３月 平成20年１月

豊 橋 営 業 所 
（愛知県豊橋市）

土地・建物 630 52 自己資金 平成18年３月 平成18年12月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) 自己株式の利益による消却による減少であります。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 57,190,000

計 57,190,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月19日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 33,004,372 33,004,372

東京証券取引所
市場第一部 
大阪証券取引所 
市場第一部

―

計 33,004,372 33,004,372 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成12年７月21日(注) △3,000 33,004 ― 5,022 ― 4,709



(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 1 自己株式17,737株は「個人その他」に177単元、「単元未満株式の状況」に37株含まれております。なお、期

末日現在の実質的な所有者株式数は17,637株であります。 

2 上記「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ40単元

及び13株含まれております。 

  

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

 
  

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

- 44 25 600 81 2 10,787 11,539 ―

所有株式数 
(単元)

- 61,643 1,514 104,018 43,033 5 118,628 328,841 120,272

所有株式数 
の割合(％)

- 18.74 0.46 31.63 13.09 0.00 36.08 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

 有限会社中山興産  兵庫県芦屋市平田町1-13 2,901 8.79

 大同商事株式会社  大阪市天王寺区上本町6丁目8番26号 2,725 8.26

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社

東京都中央区晴海1丁目8-11 2,337 7.08

財団法人中山視覚 
障害者福祉財団

神戸市東灘区西岡本6丁目8-14 2,000 6.06

日本マスタートラスト 
信託銀行株式会社

東京都港区浜松町2丁目11-3 1,319 4.00

小 津 浩 之 奈良県奈良市 1,210 3.67

関西商事株式会社 奈良県奈良市登美ヶ丘2丁目1番8号 1,179 3.57

小 津   勉 奈良県生駒市 1,178 3.57

中 山 哲 也 兵庫県芦屋市 928 2.81

中 山 泰 三 奈良県奈良市 767 2.33

計 ― 16,548 50.14

 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 2,337千株

 日本マスタートラスト信託銀行株式会社 1,319千株



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

 
(注)「完全議決権(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株(議決権40個)含まれておりま

す。 

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 株主名簿上は当社名義となっているが実質的に保有していない株式が100株(議決権1個)あります。なお、当該

株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」中に含めております。 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 17,600

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式     

32,866,500
328,665 

 
―

単元未満株式  
普通株式 120,272 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 33,004,372 ― ―

総株主の議決権 ― 328,665 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
トラスコ中山株式会社

大阪市西区新町一丁目 
34番15号

17,600 ― 17,600 0.05

計 ― 17,600 ― 17,600 0.05



３ 【配当政策】 

１ 利益配分の基本方針 

利益配分の方針は、内部留保に留意し事業基盤と企業体質の強化を図りつつ、株主に対する利益還元

と利益処分の公明性を持たせるため、以下のとおりの配当方針といたしております。 

 
  (注)1 ( )内は中間期のみの計算基準であります。 

    2 計算上の銭単位端数については50銭刻みで繰上げます。 

 １～49銭→50銭 51銭～99銭→１円 

 ２ 当期の配当決定に当たっての考え方 

当期の配当金は、利益配分の基本方針に従い、当期の利益配当金は、１株につき19円50銭としており

ます。中間配当を１株あたり18円50銭としておりますので、この結果、中間配当を含めた当期の年間配

当は、１株につき合計38円となります。 

  

３ 内部留保資金の使途 

内部留保資金につきましては、更なる地域密着型営業体制確立のための事業所展開資金及び収益力向

上のための諸施策の原資といたしたいと考えております。 

  

(注) 当期の中間配当に関する取締役会決議日 平成17年11月１日 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものを記載しております。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものを記載しております。 

  

１株あたり当期(中間)純利益 年間(中間)配当金

80円(40円)を上回る場合 １株当たり当期(中間)純利益×25％

80円(40円)を下回る場合 20円(10円)

回次 第39期 第40期 第41期 第42期 第43期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

最高(円) 1,940 1,700 1,578 1,987 3,040

最低(円) 1,181 1,185 1,220 1,452 1,668

月別
平成17年 
10月

11月 12月
平成18年
１月

２月 ３月

最高(円) 2,700 2,870 3,040 3,000 2,940 2,740

最低(円) 2,355 2,485 2,735 2,610 2,480 2,480



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数

(千株)

代表取締役 社長 中 山 哲 也 昭和33年12月24日生

昭和56年３月 当社入社

928

昭和59年10月 取締役就任、社長室長

昭和62年12月 常務取締役就任

昭和63年12月 常務取締役、管理本部長

平成３年12月 代表取締役専務取締役就任、管理統

括

平成６年１月 代表取締役専務取締役、経営企画本

部長

平成６年12月 代表取締役社長就任(現任)

専務取締役
ワーカーズ事

業部長
堂 守   薫 昭和23年４月10日生

昭和45年７月 当社入社

19

昭和56年11月 京都支店支店長

昭和62年10月 関西副ブロック長

昭和62年12月 取締役就任、関西副ブロック長

平成元年４月 取締役、関西副ブロック長兼管理副

本部長

平成２年５月 取締役、機工事業部長(産業機器部

担当)、関西副ブロック長兼管理副

本部長

平成３年12月 常務取締役就任、機工事業部営業本

部長(工作機器部・産業機器部担当)

平成６年１月 常務取締役、東部ブロック長

平成６年12月 専務取締役就任、東部ブロック長

平成９年４月 専務取締役、営業企画本部長兼物流

本部長

平成12年２月 専務取締役、営業企画本部長

平成16年４月 専務取締役、ワーカーズ事業部長

(現任)

専務取締役 ＨＣ事業部長 岸 本 敬 一 昭和22年５月27日生

昭和45年３月 当社入社

19

昭和56年11月 新潟支店支店長

昭和62年10月 東部副ブロック長

昭和62年12月 取締役就任、東部副ブロック長

平成元年４月 取締役、東部副ブロック長兼管理副

本部長

平成２年５月 取締役、産機家電事業部長、東部副

ブロック長兼管理副本部長

平成３年12月 取締役、産機家電事業部営業本部

長、関西ブロック長

平成６年１月 取締役、中部ブロック長

平成６年12月 常務取締役就任、中部ブロック長

平成８年12月 常務取締役、ＨＣ事業部長

平成16年４月 専務取締役、ＨＣ事業部長(現任)



役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数

(千株)

専務取締役
ファクトリー

事業部長
北 村 嘉 弘 昭和21年９月３日生

昭和45年３月 当社入社

20

昭和62年10月 福岡支店支店長

平成２年５月 西部ブロック長兼福岡支店支店長

平成３年４月 西部ブロック長兼機工事業部福岡支

店支店長

平成３年12月 取締役就任、西部ブロック長兼機工

事業部福岡支店支店長

平成４年７月 取締役、西部ブロック長兼機工事業

部福岡支店支店長及び機工事業部広

島支店支店長

平成５年４月 取締役、西部ブロック長

平成６年３月 取締役、関西ブロック長兼ＦＡシス

テム部長

平成９年２月 常務取締役就任、関西ブロック長兼

ＦＡシステム部長

平成９年４月 常務取締役、東部ブロック長兼西部

ブロック長

平成９年10月 常務取締役、東部ブロック長

平成16年４月 専務取締役、ファクトリー事業部長

(現任)

常務取締役 管理本部長 小 津 浩 之 昭和37年12月22日生

昭和60年４月 シャープ株式会社入社

1,210

昭和63年３月 同社退社

昭和63年４月 当社入社

平成８年４月 厚木支店支店長

平成８年12月 取締役就任、管理本部長

平成９年12月 取締役、経営企画本部長兼管理本部

長

平成10年４月 取締役、管理本部長

平成16年４月 常務取締役、管理本部長(現任)

取締役
販売企画本部

長
中 井   孝 昭和30年１月16日生

昭和53年３月 当社入社

５

平成８年４月 東京支店長

平成11年４月 執行役員、経営企画本部長

平成16年４月 執行役員、物流本部長

平成16年６月 取締役、物流本部長

平成18年４月 取締役、販売企画本部長(現任)

常勤監査役 小 松   均 昭和27年９月20日生

昭和50年４月 株式会社富士銀行入行

０

平成14年10月 株式会社みずほ銀行業務監査部監査

主任

平成15年６月 同行退社

平成15年６月 当社常勤監査役就任(現任)

常勤監査役 足 立 一 巳 昭和22年７月19日生

昭和45年３月 当社入社

16

昭和62年10月  四日市支店支店長

昭和63年７月  機工事業部名古屋支店支店長

平成３年12月  中部ブロック長兼機工事業部名古屋

 支店支店長

平成６年１月  営業企画本部営業企画部部長

平成６年12月  取締役就任、営業企画本部長

平成９年４月  取締役、中部ブロック長兼関西ブロ

 ック長

平成18年４月 取締役

平成18年６月  常勤監査役就任(現任)

常勤監査役 上野山 博雄 昭和27年10月14日生

昭和50年４月 住友信託銀行株式会社入行

０
平成17年４月  同行本店支配人

平成17年６月  同行退社

平成17年６月  当社常勤監査役就任(現任)



 
(注) 常勤監査役 小松均、上野山博雄及び監査役 松浦恭也は、会社法第２条第16号に定める社外監査役でありま

す。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数

(千株)

監査役 松 浦 恭 也 昭和39年８月６日生

平成元年４月 株式会社住友銀行入行

－

平成２年１月 株式会社サム・コーポレーション入

社

平成３年８月 英国国際教育研究所入所

英国本部マネージャー

平成７年10月 クーパース・アンド・ライブランド

入社

平成12年10月 株式会社グロービス入社 オーガニ

ゼーション・ラーニング 部門マネ

ージャー

平成15年７月 同社グループ執行役員兼大阪オフィ

ス代表

平成17年６月  当社監査役就任（現任）

平成18年４月 株式会社グロービス オーガニゼー

ション・ラーニング ディレクター

大阪代表(現任)

  計 ― ― ― ―        ― 2,220



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

Ⅰ． コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社の社名トラスコ中山株式会社及びコーポレート・ロゴＴＲＵＳＣＯは、販売店様、仕入先様、社員

をはじめ、関係する全てのステークホルダーの皆様から信頼される企業創り“trust company”（信頼を

生む企業）を基本姿勢としてダイレクトに表現したものであります。まさに、当社はＴＲＵＳＣＯそのも

のの実践を、日々の企業活動の原点とし、これを具現化することで社会的使命を果たして行くものとして

おります。 

 また、当社は以下の企業理念を掲げ、この理念の下、経営の公平性及び透明性を高め、迅速かつ適切な

意思決定により、業績の向上と企業価値の最大化を図りつつ、コーポレート・ガバナンスの強化充実に努

めて行くことを経営の最重要課題としております。当社は、経営監視、コンプライアンスの確保を含む経

営の諸課題に関し、不断の経営改革を推進し、コーポレート・ガバナンス体制の維持及び向上に取り組ん

でまいります。 

    ＜企業理念＞  （存在理念）我々は企業活動を通じて  

                   社会に貢献することを使命とし  

                   縁ある人々の幸福を実現する 

             （経営理念）果敢に、そして堅実に歩み続ける経営 

                   人を尊重する経営 

                   企業家精神を育む経営 

                   信頼でマーケットにこたえる経営 

             （行動理念）誠意と礼節を重んじる  

                   独創的な発想と緻密な計画  

                   信念をもってダイナミックな行動  

                   笑顔で築く信頼のコミュニケーション 

  

Ⅱ．会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制

の状況 

①会社の機関の内容 

当社は、監査役設置会社として、的確な意思決定、迅速な業務執行並びに適正な監督及び監視を可

能とする経営体制を構築するとともに、全役員及び使用人のコンプライアンス意識を高めるための研

修・教育の徹底を実践し、総合的にコーポレート・ガバナンスの充実が図れるよう、その実効性を高

める体制としております。各機関及び部署における運営、機能及び活動状況は、以下のとおりであり

ます。 

(1)取締役会 

取締役会は、経営目標や経営戦略等重要な事業戦略を決定するとともに、事業執行を監視します。

具体的には取締役７名による原則月１回開催の定例取締役会において、監査役４名の出席の下、法令

または定款に規定する事項の決議及び業務の執行状況、中長期的な経営戦略に基づいた経営の重要事

項について、監査役に積極的に意見を求める運営を行い、客観的・合理的判断を確保しつつ報告、審

議、決議を行っております。また、その他必要に応じて臨時取締役会を開催し、機動的な経営の実現

を目指しております。当事業年度における取締役会は、12回実施しております。 

(2)監査役会 

監査役会は、カバナンスのあり方と運営状況を監視し、取締役を含めた経営の日常的活動の監視を

行っております。具体的には監査役は、常勤監査役３名、非常勤監査役１名の４名で構成し、各監査

役は監査役会で定めた監査方針、監査計画等に従い、取締役会及び重要会議への出席や業務執行状況

及び経営状態の調査等を行い、法令・定款違反や株主利益を侵害する事実の有無等について監査を行

っております。また、監査役会による各業務担当取締役及び重要な使用人からの個別ヒヤリングの機

会を設けるとともに、社長、会計監査人それぞれとの間で適宜意見交換を行っております。更に監査

指導室やコンプライアンス室とも緊密に連携し月例の監査報告会において、監査結果及び運営状況に

ついて報告がなされます。なお、当事業年度における監査役会は、７回実施しております。 

  (3)会計監査人 

 当社は、会計監査人として監査法人トーマツを選任し、監査役及び監査指導室とも連携し会計にお



ける適正性を確保しております。当社の会計監査業務を執行した公認会計士は丹治茂雄氏、安藤泰蔵

氏であり、会計監査業務にかかる補助者は、公認会計士５名、会計士補６名であります。また、監査

法人トーマツとの継続監査年数は17年であります。 

  (4)執行役員 

 当社は、執行役員制度を導入しており、経営と業務執行の分離を進めており、権限の範囲内で業務

執行を行っております。 

  (5)内部監査の実施 

 社長直轄の監査指導室（３名）を設け、期中取引を含む日常業務全般について、監査役とも連携し

て監視機能の強化を図っております。監査指導室は、会計、業務、事業リスク、コンプライアンス等

の内部監査を定期的に実行しており、監視と業務改善に向けて、具体的な助言及び指導を行っており

ます。 

  (6)コンプライアンス室の設置 

 社長直轄のコンプライアンス室を設置し、法令遵守を維持する体制を整えております。また、コン

プライアンス体制の明確化と一層の強化推進を図るため、コンプライアンス委員会を制定し、３ヶ月

に１回定例会議を行っております。委員会の下部組織として、各事業所及び部署単位にコンプライア

ンス・オフィサーを選任し、充分な情報収集の下、実効性を高めております。更に全社員にコンプラ

イアンスを実践するための手引書「トラスコ善択ブック」を配布し、社員研修に取り入れる等その基

本方針及び行動規範を徹底しております。 

  (7)内部通報窓口「善択ホットライン」の設置 

 企業の社会的責任を遂行するため、社内通報窓口としてコンプライアンス室及び社外通報窓口とし

て顧問弁護士に通じるホットラインを設け、公正で活力ある組織の構築に努めております。 

  (8)顧問弁護士 

 法律事務所と顧問契約を締結し、企業経営及び日常業務に関して経営上の判断の参考とするため、

必要に応じて指導及び助言を随時受けられる体制としております。 

  (9)法務室 

 リーガルチェックを通じた法的紛争の予防及び法的紛争の迅速な解決、取引先信用管理における与

信管理及び債権保全等のリスク管理を管轄する法務室は、営業部門から独立し公正厳格な業務を行っ

ております。 

  (10)メンタル・ヘルスケア室 

 労働環境の変化に伴う社員の労働に起因する健康障害に配慮し、資格者(看護士)を有するヘルスケ

ア室を設置し、ボディ・メンタル両面の健康管理を図っております。 

  

②内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備の状況 

(1)基本的な考え方 

当社は、当社の企業理念を踏まえ、取締役または使用人の職務の執行が法令及び定款に適合し、か

つ効率的に行われることを確保するため、経営の監督機能及びコンプライアンス体制の強化を図りつ

つ、「会社の業務の適正を確保する体制」を構築することを基本方針としております。その実効性を

確保するため、体制の維持及び継続的な改善のための諸施策を講じております。 

(2)整備の状況 

ⅰ．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

・取締役会は、法令、定款、株主総会決議、取締役会規程等社内規程に従い経営に関する重要事項

を決定するとともに、内部統制の基本方針を策定し、取締役の職務執行を監督しております。 

・代表取締役社長は、取締役会が決定した内部統制の基本方針に基づく内部統制の整備及び運営に

責任を負うとともに、全役員及び使用人に周知徹底を図るため、内部統制に係る情報の伝達が正確

かつ迅速に行われるよう環境の整備に努めております。 

・取締役は、法令、定款、取締役会決議及び業務分掌規程その他の社内規程に従い、職務執行の規

定の範囲内で業務を遂行しております。 

・取締役は、経営の日常的活動状況について、監査基準及び監査計画に基づき、監査役の監査を受



けております。 

・取締役は、会計基準その他関連する諸法令を遵守し社内規程の整備を行い、業績及び財務状況の

報告の適正性、信頼性を確保するための社内体制を構築するとともに、その整備・運用状況を定期

的に評価及び改善する体制の構築を図っております。 

ⅱ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

・取締役は、職務の執行に係る重要な情報及び文書の取扱いについて文書管理規程等社内規程に従

い、適切に保存及び管理し、必要に応じて運用状況の検証、見直しを行っております。 

・当社は、取締役の職務執行の情報について、ＩＴ技術を活用し、当該各文書等の存否及び保存状

況を直ちに検索可能とする体制を構築しております。 

ⅲ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

・当社は、コンプライアンス、環境、災害、品質及び輸入管理等に係るリスクについて、それぞれ

の担当部署にて、規則・マニュアル等を作成・配布し、研修の実施を行うものとし、現実に生じた

リスクへの対応が必要な場合は、速やかに対応責任者となる担当取締役を定め、損失の危機に迅速

に対応する体制を構築しております。 

・当社は、社長直轄の監査指導室を設置し、その活動を円滑にするために、リスク管理規程等社内

規程を整備し、全使用人に周知徹底するとともに、損失の危険を発見した場合には、直ちに監査指

導室に報告する体制を構築しております。 

・監査指導室は、定期的に業務監査実施項目及び実施方法を検証し、監査実施項目に遺漏なきよう

確認し、必要があれば監査方法の見直しを行っております。法令及び定款違反その他の事由に基づ

き損失の危険のある職務執行行為が発見された場合、発見された危険の内容及びそれがもたらす損

失の程度等について、直ちに社長、取締役会、監査役及びコンプライアンス室に通報される体制を

構築しております。 

ⅳ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

・取締役会は、年度計画及び中期経営計画に基づき、経営目標が当初の予定通りに進捗しているか

取締役による業績報告を通じ定期的に検証を行っております。 

・取締役は、職務執行において、取締役会規程により定められている事項及びその付議事項につい

てすべて取締役会に付議することを遵守し、十分な資料を配布するものとしています。 

・当社は、日常の職務遂行が、職務権限規程、業務分掌規程等社内規程に基づき、権限の委譲が行

われ、責任者が意思決定ルールに則り業務を遂行することができる体制の整備を行っております。 

ⅴ．使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

・社長直轄のコンプライアンス室は、全取締役及び使用人がコンプライアンスを実践するための手

引書「トラスコ善択ブック」を配布し、基本方針及び行動規範を徹底するとともに、コンプライア

ンス規程及びコンプライアンス委員会規程を制定し、法令遵守を維持する体制を整えております。 

・コンプライアンス室は、全使用人が法令及び定款等に違反する行為を発見した場合の内部通報窓

口「善択ホットライン」を設置し、使用人に対して適切な研修体制を通じて、周知徹底を図り、企

業の社会的責任を遂行するため、公正で活力ある組織の構築に努めております。 

・当社は、コンプライアンス体制の明確化と一層の強化推進を図るため、各部署にコンプライアン

ス・オフィサーを任命し、十分な情報収集と実効性を高め、かつコンプライアンス・マニュアルの

実施状況を管理及び監視しております。 

・万一コンプライアンスに関連する事態が発生した場合には、その内容・対処案がコンプライアン

ス委員会を通じ、社長、取締役会、監査役に報告される体制を構築しております。 



ⅵ．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事

項 

・監査役設置会社として、更なる経営の監視及び監査機能の強化を目的に、監査役を補助する使用

人として、平成18年10月に常設の部署として監査役室を設置し、専属の使用人を配置することとし

ております。 

・前項の具体的な内容については、取締役会が監査役と協議のうえ、決定するものとしておりま

す。 

ⅶ．前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項  

・監査役の職務を補助すべき使用人の任命・異動については、監査役会の同意を必要とするものと

しております。 

・監査役を補助すべき使用人は、当社の業務執行にかかる役職を兼務せず監査役の指揮命令下で職

務を遂行するものとしております。また、その評価については監査役会の意見を尊重するものとし

ております。 

ⅷ．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制 

・取締役及び使用人は、監査役会の定めるところに従い、各監査役の要請に応じて必要な報告及び

情報の提供を行うものとしております。 

・前項の報告及び情報提供としての主なものは、次のとおりです。 

  1)内部統制システム構築に関わる部署の活動状況 

  2)重要な会計方針、会計基準及びその変更 

  3)業績及び業績見込み等重要な開示書類の内容 

  4)内部通報制度の運用及び通報の内容 

  5)稟議書、監査役から要求された会議議事録等 

ⅸ．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

・当社は、監査役会による各業務担当取締役及び重要な使用人からの個別ヒヤリングの機会を設け

るとともに、社長、会計監査人それぞれとの間で適宜意見交換を行う体制としております。 

・監査指導室は、期中取引を含む日常業務全般について監査役とも連携して、定期的に事業所往査

を行い、会計及び業務執行において監視機能の強化を図る体制としております。また、ＩＴ活用に

より異常事象等を早期に発見し、正常取引への移行を指導のうえ、監査結果については、月１回の

定例監査報告会にて監査役に報告する体制としております。 

・監査役は、会計監査人から期初に監査計画の説明を受け、期中における半期毎の事業所往査に立

会うとともに、その結果について監査報告会にて取締役及び監査役に報告がなされる等会計監査人

と緊密な連携を図り会計の適正性を確保する体制としております。 

  

③内部監査及び監査役監査、会計監査の状況 

当社は、内部監査部門として社長直轄の監査指導室（３名）を設け、期中取引を含む日常業務全般

について監査役とも連携して、定期的に事業所往査を行い、会計及び業務執行において監視機能の強

化を図っております。また、監査指導室は、異常事象等を当社の電子監査システム「火の見やぐら」

を活用して早期に発見し、正常取引への移行を指導しております。監査結果については、月１回の定

例監査報告会にて取締役及び監査役に報告するものとしております。 

また、会計監査人に監査法人トーマツを選任し、期中の会計処理、決算内容について会計監査を受

け、適正な会計処理及び透明な経営の確保に努めております。監査役は、会計監査人から期初に監査

計画の説明を受け、期中における半期毎の事業所往査に立会うとともに、その結果について監査報告

会にて取締役及び監査役に報告がなされる等会計監査人と緊密な連携を図っております。 

    (1) 社外監査役の人数：３名 

    (2) 会社との関係：他の会社の出身者(その他)３名 

    (3) 会社との関係：金融取引２名、コンサルティング契約１名  

  小松 均  就任前略歴：株式会社みずほ銀行業務監査部監査主任  



         コンプライアンス、管理強化のため 

   上野山博雄 就任前略歴：住友信託銀行株式会社本店支配人 

         コンプライアンス、管理強化のため 

   松浦 恭也 略歴：株式会社グロービス 

         オーガニゼーション・ラーニングディレクター 大阪代表（現在） 

         コンプライアンス、管理強化、人材育成のため 

    (4) その他社外監査役の主な活動に関する事項 

ａ．各監査役は、監査役会で定めた監査方針、監査計画等に従い、原則月１回の取締役会並びに

重要会議への出席や業務執行状況及び経営状態の調査等を行い、法令、定款違反や株主利益を侵

害する事実の有無等について監査を行っております。また、必要に応じて会計監査人及び監査指

導室から報告を受けております。なお、当事業年度における取締役会は12回開催され、監査役の

出席率は91%(うち社外監査役出席率88%)ありました。 

ｂ．監査役は、各業務担当取締役及び重要な使用人からの個別ヒヤリングの機会を設けるととも

に、社長、会計監査人それぞれとの間で適宜意見交換を行っております。 

  



Ⅲ．役員報酬等の内容 

当社の取締役に対する報酬等の内容は総額で331百万円、監査役に対する報酬等は46百万円であり

ます。 

役員報酬等の内容 

① 取締役及び監査役に支払った報酬(注１、２) 

 
② 利益処分による役員賞与金の支給額(注２) 

 
③ 株主総会決議に基づく退職慰労金の支給額 

 
(注)1 報酬限度額  取締役：年額 320百万円 

                          監査役：年額  65百万円                               

     2 平成17年６月17日で退任した取締役１名及び退任した監査役１名を含めて支給人員及び支給額を記載して 

             おります。なお、期末現在の取締役は７名、監査役４名の合計11名であります。 

            

Ⅳ．監査報酬等の内容 

    当社の会計監査人である監査法人トーマツに対する報酬 

    ① 当社が支払うべき報酬等の合計額                   21百万円 

    ② 上記①の合計額のうち、公認会計士法(昭和23年法律103号)第２条第１項の業務 

     (監査証明業務)の対価として当社及び当社の関係会社が支払うべき報酬等の合計額 

                                        21百万円 

    ③ 上記②の合計額のうち、当社が支払うべき会計監査人としての報酬等の額 21百万円 

  

    (注)当社と会計監査人との間の監査契約において、商法特例法に基づく監査と証券取引法に基づく監査の報

酬額を区分しておらず実質的にも区分できないため、③に記載の金額には証券取引法に基づく監査の報酬額

を含めております。上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

取締役 ８名 216百万円（当社には社外取締役はおりません。）

監査役 ５名 40百万円（うち社外監査役４名 27百万円）

取締役 ８名 37百万円（当社には社外取締役はおりません。）

監査役 ３名 ５百万円（うち社外監査役２名 ３百万円）

取締役 １名 77百万円（当社には社外取締役はおりません。）



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第42期事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月

31日まで)及び第43期事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の財務諸表について、監査

法人トーマツにより監査を受けております。 

  

３ 連結財務諸表について 

当社は、子会社がないため連結財務諸表は作成しておりません。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  

  

第42期
(平成17年３月31日)

第43期 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 18,840 17,163

 ２ 受取手形 1,354 31

 ３ 売掛金 17,998 18,993

 ４ 有価証券 2 ―

 ５ 商品 13,349 14,065

 ６ 前払費用 107 156

 ７ 繰延税金資産 625 735

 ８ 未収収益 1 2

 ９ 短期貸付金 8 7

 10 その他 146 120

 11 貸倒引当金 △ 71 △ 7

   流動資産合計 52,362 68.2 51,268 62.2

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 14,286 18,317

    減価償却累計額 6,432 7,854 6,884 11,433

  (2) 構築物 461 733

    減価償却累計額 274 186 319 414

  (3) 機械及び装置 43 43

    減価償却累計額 13 29 22 20

  (4) 車両及び運搬具 970 959

    減価償却累計額 692 278 718 241

  (5) 工具器具及び備品 2,264 2,837

    減価償却累計額 1,642 622 1,767 1,070

  (6) 土地
※
2,3 

10,842 12,247

  (7) 建設仮勘定 1,164 450

    有形固定資産合計 20,978 27.3 25,878 31.4

 ２ 無形固定資産

  (1) 商標権 0 0

  (2) ソフトウェア 635 750

  (3) ソフトウェア仮勘定 ― 1,199

  (4) 施設利用権 3 6

    無形固定資産合計 639 0.8 1,956 2.4

 
 



  

第42期
(平成17年３月31日)

第43期 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 682 1,321

  (2) 関係会社株式 98 98

  (3) 出資金 30 30

  (4) 従業員に対する 
    長期貸付金

25 17

  (5) 更生債権等 406 36

  (6) 長期前払費用 16 16

  (7) 繰延税金資産 151 ―

  (8) 再評価に係る 
    繰延税金資産

※２
679 679

  (9) 差入保証金 309 291

  (10) 保険積立金 249 249

  (11) その他 560 655

  (12) 貸倒引当金 △ 433 △ 65

    投資その他の資産合計 2,777 3.7 3,330 4.0

   固定資産合計 24,395 31.8 31,166 37.8

   資産合計 76,758 100.0 82,435 100.0

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 11,598 12,786

 ２ 未払金 1,428 1,751

 ３ 未払費用 222 221

 ４ 未払法人税等 1,883 2,079

 ５ 未払消費税等 103 62

 ６ 預り金 11 15

 ７ 賞与引当金 743 708

 ８ その他 13 11

   流動負債合計 16,004 20.9 17,636 21.4

Ⅱ 固定負債

 １ 役員退職引当金 381 303

 ２ 預り保証金 574 783

 ３ 繰延税金負債 ― 62

   固定負債合計 955 1.2 1,149 1.4

   負債合計 16,960 22.1 18,785 22.8

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



第42期
(平成17年３月31日)

第43期 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※１ 5,022 6.5 5,022 6.1

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 4,709 4,709

 ２ その他資本剰余金

  (1) 自己株式処分差益 0 1

   資本剰余金合計 4,710 6.1 4,711 5.7

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 1,255 1,255

 ２ 任意積立金

  (1) 配当平均積立金 1,980 2,980

  (2) 買換資産圧縮積立金 38 37

  (3) 別途積立金 42,360 42,860

 ３ 当期未処分利益 5,246 7,411

   利益剰余金合計 50,880 66.3 54,545 66.2

Ⅳ 土地再評価差額金 ※２ △ 1,002 △ 1.3 △ 1,002 △ 1.2

Ⅴ その他有価証券評価差額金 205 0.3 406 0.5

Ⅵ 自己株式 ※４ △ 18 △0.0 △ 34 △0.0

   資本合計 59,798 77.9 63,649 77.2

   負債及び資本合計 76,758 100.0 82,435 100.0



② 【損益計算書】 
 

  

  

第42期
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日)

第43期 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １ 売上高 117,731 100.0 129,176 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 商品期首たな卸高 12,519 13,349

 ２ 当期商品仕入高 96,595 105,470

     合計 109,114 118,820

 ３ 商品期末たな卸高 13,349 95,765 81.3 14,065 104,754 81.1

   売上総利益 21,966 18.7 24,421 18.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 運賃荷造費 1,790 2,014

 ２ 販売促進費 218 417

 ３ 役員報酬 262 256

 ４ 給料及び賞与 6,365 6,428

 ５ 賞与引当金繰入額 743 708

 ６ 福利厚生費 1,052 1,108

 ７ 通信費 403 454

 ８ 減価償却費 928 1,094

 ９ 借地借家料 467 425

 10 その他 2,808 15,040 12.8 3,177 16,086 12.5

   営業利益 6,925 5.9 8,334 6.4

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 2 5

 ２ 有価証券利息 0 1

 ３ 受取配当金 7 9

 ４ 仕入割引 1,329 1,466

 ５ 賃貸収入 149 135

 ６ その他 91 1,581 1.3 70 1,689 1.3

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 0 0

 ２ 賃貸借契約解約損 14 7

 ３ 売上割引 1,038 1,250

 ４ 賃貸収入原価 73 63

 ５ その他 30 1,156 1.0 18 1,341 1.0

   経常利益 7,350 6.2 8,682 6.7

 
 
 
 
 

第42期 第43期 



 
  

(自 平成16年４月１日
 至 平成17年３月31日)

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※１ 1 0

 ２ 貸倒引当金戻入益 20 61

 ３ ゴルフ会員権売却益 ― 22 0.0 1 63 0.0

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※２ 35 155

 ２ 固定資産売却損 ※３ 1 0

 ３ 減損損失 ※４ 128 165 0.1 ― 156 0.1

   税引前当期純利益 7,207 6.1 8,589 6.6

   法人税、住民税 
   及び事業税

3,048 3,578

   法人税等調整額 △ 66 2,981 2.5 △ 32 3,545 2.7

   当期純利益 4,226 3.6 5,044 3.9

   前期繰越利益 1,365 2,977

   土地再評価差額金取崩額 △ 15 ―

   中間配当額 329 610

   当期未処分利益 5,246 7,411



③ 【キャッシュ・フロー計算書】 
 

  
第42期

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日)

第43期 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

   税引前当期純利益 7,207 8,589

   減価償却費 977 1,136

   減損損失 128 ―

   役員退職引当金の増減額(△は減少) △ 36 △ 77

   貸倒引当金の増減額(△は減少) △ 20 △ 61

   受取利息及び受取配当金 △ 10 △ 16

   支払利息 0 0

   有形固定資産売却益 △ 1 △ 0

   有形固定資産除・売却損 36 83

   売上債権の増減額(△は増加) 3,723 326

   棚卸資産の増減額(△は増加) △ 829 △ 716

   仕入債務の増減額(△は減少) 1,039 1,187

   未払消費税等の増減額(△は減少) △ 73 △ 41

   その他 494 408

    小計 12,636 10,819

   利息及び配当金の受取額 10 16

   利息の支払額 △ 0 △ 0

   法人税等の支払額 △ 2,708 △ 3,390

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

9,937 7,445

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

   定期預金の預入による支出 △ 510 △ 110

   定期預金の払戻による収入 30 10

   有形固定資産の取得による支出 △ 4,445 △ 5,783

   有形固定資産の売却による収入 50 1

   無形固定資産の取得による支出 △ 162 △ 1,624

   投資有価証券の取得による支出 △ 0 △ 400

   投資有価証券の償還による収入 ― 100

   その他 25 34

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△ 5,012 △ 7,772

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

   自己株式の処分による収入 0 5

   自己株式の取得による支出 △ 6 △ 20

   配当金の支払額 △ 659 △ 1,335

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△ 665 △ 1,350

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(△は減少) 4,259 △ 1,677

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 14,570 18,830

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 18,830 17,153



④ 【利益処分計算書】 
 

 
(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

第42期
(平成17年６月17日)

第43期 
(平成18年６月16日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 5,246 7,411

Ⅱ 任意積立金取崩額

   買換資産圧縮積立金 
   取崩額

0 0 0 0

     合計 5,246 7,412

Ⅲ 利益処分額

 １ 配当金 725 643

 ２ 役員賞与金 
   (うち監査役賞与金)

43
(5)

44
(7)

 ３ 任意積立金

    配当平均積立金 1,000 820

    別途積立金 500 2,269 3,400 4,907

Ⅳ 次期繰越利益 2,977 2,504



重要な会計方針 
 

  

  

項目
第42期

(平成17年３月期)
第43期 

(平成18年３月期)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

関連会社株式 

    ……移動平均法による原価法

関連会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

……決算日の市場価格に基づ

く時価法

(評価差額金は全部資本

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定)

その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

……移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品……総平均法による原価法 同左

３ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

……定率法

ただし、平成10年４月1日以降取

得した建物(建物附属設備を除く)

については、定額法。

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

建物 15～50年

構築物 10～20年

機械及び装置 ９～12年

車両及び運搬具 ４～６年

工具器具及び備品 ３～６年

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

……定額法

ただし、自社使用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法。

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

……定額法

(3) 長期前払費用

同左

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるた

め、当期に負担すべき支給見込額

を計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
  

 

項目
第42期

(平成17年３月期)
第43期 

(平成18年３月期)

(3) 役員退職引当金

役員の退職金の支給に充てるた

め、役員退職慰労金の旧内規に基

づく平成16年３月31日現在要支給

額を計上しております。

なお、平成16年３月31日をもって

役員退職慰労金制度を廃止してお

ります。

(3) 役員退職引当金

同左

５ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

６ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する又は、

解約する予定である流動性の高い、容

易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない

短期的な投資であります。

同左

７ 消費税等の処理方法 税抜方式を採用しております。 同左



会計方針の変更 

 
  

表示方法の変更 

 
  
  

  

追加情報 

 
  

第42期 
(平成17年３月期)

第43期
(平成18年３月期)

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当期から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会

平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号）を適

用しております。 

 これにより税引前当期純利益が128百万円減少してお

ります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき当該各資産の金額から直接控除しており

ます。

 
 
 
 
       
                    ――――――

第42期 
(平成17年３月期)

第43期
(平成18年３月期)

 
 
          
         ――――――

（貸借対照表） 

ソフトウェア仮勘定は資産総額の100分の１を超えたた

め、区分掲記することといたしました。 

 なお、前期は「ソフトウェア」に401百万円含まれて

おります。

第42期 
(平成17年３月期)

第43期
(平成18年３月期)

（外形標準課税） 

「地方税法等の一部改正する法律」（平成15年法律第９

号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日

以降に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入さ

れたことに伴い、当期から「法人事業税における外形標

準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取

扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員会 実務

対応報告第12号)に従い法人事業税の付加価値割及び資

本割については、販売費及び一般管理費に計上しており

ます。 

 この結果、販売費及び一般管理費が85百万円増加し、

営業利益、経常利益及び税引前当期利益が同額減少して

おります。

 

 

 

 

 

           

          ――――――



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

第42期 
(平成17年３月31日)

第43期
(平成18年３月31日)

※１ 授権株式数 普通株式 57,190,000株

   発行済株式総数 普通株式 33,004,372株

※１ 授権株式数 普通株式 57,190,000株

   発行済株式総数 普通株式 33,004,372株

 

※２ 土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公

布法律第34号)及び土地の再評価に関する法律の

一部を改正する法律(平成13年３月31日公布法律

第19号)に基づき事業用土地の再評価を行い、当

該評価差額に係る税金相当額を、「土地再評価に

係る繰延税金資産」として資産の部に計上し、当

該繰延税金資産を控除した金額を「土地再評価差

額金」として資本の部に計上しております。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月

31日公布政令第119号)第２条第４号に定める地価

税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の

基礎となる土地の価額を算定するために、国税庁

長官が定めて公表した方法により算出した価額に

基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行って

算出しております。

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

なお、当該事業用用地の平成17年３月31日におけ

る時価の合計額は、再評価後の帳簿価額の合計額

を1,572百万円下回っております。

 

※２ 土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公

布法律第34号)及び土地の再評価に関する法律の

一部を改正する法律(平成13年３月31日公布法律

第19号)に基づき事業用土地の再評価を行い、当

該評価差額に係る税金相当額を、「土地再評価に

係る繰延税金資産」として資産の部に計上し、当

該繰延税金資産を控除した金額を「土地再評価差

額金」として資本の部に計上しております。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月

31日公布政令第119号)第２条第４号に定める地価

税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の

基礎となる土地の価額を算定するために、国税庁

長官が定めて公表した方法により算出した価額に

基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行って

算出しております。

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

なお、当該事業用用地の平成18年３月31日におけ

る時価の合計額は、再評価後の帳簿価額の合計額

を2,104百万円下回っております。

 
      
      ――――――

※３ 国庫補助金等の受入による圧縮記帳額 

当期に取得した土地のうち、国庫補助金等による

圧縮記帳額は66百万円であり、貸借対照表計上額

はこの圧縮記帳額を控除しております。

※４ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式11,751

株であります。

※４ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式17,637

株であります。

 ５ 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は205百

万円であります。

 ５ 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は406百

万円であります。



(損益計算書関係) 
 

  

 
  

第42期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第43期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 固定資産売却益１百万円のうち主なものは、建物

の売却益１百万円であります。

※１ 固定資産売却益０百万円は、全額車両及び運搬具

の売却益であります。

※２ 固定資産除却損35百万円のうち主なものは、建物

附属設備の除却損９百万円及び備品除却損15百万

円であります。

※２ 固定資産除却損155百万円のうち主なものは、建

物の除却損38百万円、建物除却に伴う建物解体費

用63百万円、工具器具及び備品除却損38百万円で

あります。

※３ 固定資産売却損１百万円のうち主なものは、車両

運搬具の売却損１百万円であります。

※３ 固定資産売却損０百万円は、全額車両及び運搬具

の売却損であります。

 

※４ 減損損失

    当社は以下の資産グループについて減損損失を

計上しております。

用途 種類 場所

減損損失

（百万円）

遊休資産

土地 北海道 土地 27

建物 石狩市 建物 100

その他 その他 0

 当社は、管理会計上の事業所をキャッシュ・フローを

生み出す最小単位としております。ただし、処分が決定

された資産、または、将来の使用が見込まれていない遊

休資産など独立したキャッシュ・フローを生み出すと認

められるものは、個別の資産グループとして取扱ってお

ります。また、物流センターについては管理会計上の事

業所の地域別グループ単位の共用資産とし、本社の土

地、建物、厚生施設等、事業所との関係が明確でない資

産については全体の共用資産としております。

  

  札幌市内にプラネット北海道が平成16年10月に新たに

完成し、これにより、旧プラネット北海道が遊休資産と

なり帳簿価額を回収可能価額まで減額しました。当該減

少額は減損損失として128百万円を特別損失に計上して

おります。

 当資産グルーピングの回収可能価額は正味売却価額に

より測定しており取引事例価格を基準に評価しておりま

す。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

      

      ―――――――



(キャッシュ・フロー計算書関係) 
 

  

 
  

(リース取引関係) 

 

第42期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第43期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 18,840百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △10百万円

現金及び現金同等物 18,830百万円

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 17,163百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △10百万円

現金及び現金同等物 17,153百万円

第42期
               (自 平成16年４月１日
                至 平成17年３月31日)

 第43期
               (自 平成17年４月１日 
                至 平成18年３月31日)

 

                   ―――――――

当社は、重要なリース取引を行っていないため、該当事

項はありません。



(有価証券関係) 
 

第42期(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

２ 時価のない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額 

①その他有価証券 

 
  

３ その他有価証券のうち満期があるもの 

  

 
  

種類
取得原価
(百万円)

貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

(1) 株式 278 604 325

(2) 債券 1 2 0

(3) その他 39 59 20

小計 319 666 346

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

(1) 株式 8 7 △1

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 8 7 △1

合計 328 673 345

      非上場株式 11百万円

②関連会社株式 98百万円

区分
１年以内 
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超 
(百万円)

債券

国債・地方債 ― ― ― ―

社債 2 ― ― ―

その他 ― ― ― ―

合計 2 ― ― ―



第43期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

２ 時価のない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額 

①その他有価証券 

 
  

３ その他有価証券のうち満期があるもの 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 
 

 
  

  

  
 

  

  

種類
取得原価
(百万円)

貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

(1) 株式 279 952 672

(2) 債券 100 100 0

(3) その他 39 91 51

小計 419 1,143 724

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

(1) 株式 8 6 △1

(2) 債券 200 159 △40

(3) その他 ― ― ―

小計 208 166 △41

合計 627 1,310 682

      非上場株式 11百万円

②関連会社株式 98百万円

区分
１年以内 
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超 
(百万円)

債券

国債・地方債 ― ― ― ―

社債 ― ― ― ―

その他 ― ― ― 259

合計 ― ― ― 259

第42期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第43期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんの

で、該当事項はありません。

当社は、特筆すべきデリバティブ取引は利用しておりま

せんので、該当事項はありません。



(税効果会計関係) 
 

 
  

(持分法損益等) 

  

 
  

  

  

第42期 
(平成17年３月31日)

第43期
(平成18年３月31日)

 

１ 繰延税金資産・繰延税金負債の発生原因別の主な内

訳

 ①流動の部

  繰延税金資産

   未払事業税 140百万円

   賞与引当金 300百万円

   その他 184百万円

  繰延税金資産計 625百万円

１ 繰延税金資産・繰延税金負債の発生原因別の主な内

訳

 ①流動の部

  繰延税金資産

   未払事業税 170百万円

   賞与引当金 286百万円

    未払販売促進費 166百万円

   その他 111百万円

  繰延税金資産計 735百万円

 

  繰延税金負債

   その他有価証券評価差額金 △0百万円

   繰延税金負債計 △0百万円

  繰延税金資産の純額 625百万円

 ②固定の部

  繰延税金資産

   役員退職引当金 154百万円

   貸倒引当金 82百万円

   その他 81百万円

   繰延税金資産計 317百万円

  繰延税金負債

   買換資産圧縮積立金 △ 26百万円

   その他有価証券評価差額金 △139百万円

   繰延税金負債計 △165百万円

  繰延税金資産の純額   151百万円

 

  繰延税金資産の純額 735百万円

 ②固定の部

  繰延税金資産

   役員退職引当金 122百万円

   貸倒引当金 47百万円

   その他 69百万円

   繰延税金資産計 239百万円

  繰延税金負債

   買換資産圧縮積立金 △ 25百万円

   その他有価証券評価差額金 △275百万円

   繰延税金負債計 △301百万円

  繰延税金負債の純額 △ 62百万円

 

２ 法定実効税率と税効果会計の適用後の法人税等の負

担率の差異の内訳

   法定実効税率 40.4％

   (調整)

   住民税均等割額 0.6％

   交際費等永久に損金に算入さ
れない項目

1.1％

   その他 △0.7％

   税効果会計適用後の法人税 
   等の負担率

41.4％

 

２ 法定実効税率と税効果会計の適用後の法人税等の負

担率の差異の内訳

   法定実効税率 40.4％

   (調整)

   住民税均等割額 1.1％

  交際費等永久に損金に算入さ
れない項目

1.0％

 税額控除    △1.4％

   その他 0.2％

  税効果会計適用後の法人税
   等の負担率

41.3％

第42期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第43期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性がないた

め、記載を省略しております。

同左



【関連当事者との取引】 

  

 
  

(１株当たり情報) 

  

 
  

(重要な後発事象) 

  

 
  

第42期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第43期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

該当事項はありません。 同左

第42期 
(平成17年３月期)

第43期
(平成18年３月期)

１株当たり純資産額 1,811円 16銭 １株当たり純資産額 1,928円 20銭

１株当たり当期純利益 126円 77銭 １株当たり当期純利益 151円 56銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。

１株当たり当期純利益の算定上の基礎

損益計算書上の当期純利益 4,226百万円

普通株式に係る当期純利益 4,182百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

利益処分による役員賞与金 43百万円

普通株式の期中平均株式数   32,994千株

１株当たり当期純利益の算定上の基礎

損益計算書上の当期純利益 5,044百万円

普通株式に係る当期純利益 4,999百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

利益処分による役員賞与金 44百万円

普通株式の期中平均株式数 32,989千株

第42期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第43期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

該当事項はありません。 同左



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 
  

 
  

【債券】 
  

 
  

【その他】 
  

 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

その他有価証券

 京セラ㈱ 10,100 105

 ダイニチ工業㈱ 69,100 89

㈱三井住友フィナンシャル・グループ 46 59

㈱りそなホールディングス 147 59

㈱ミレアホールディングス 22 51

三菱地所㈱ 15,000 41

㈱みずほフィナンシャル・グループ 43 41

日立ツール㈱ 15,000 39

㈱カーマ 9,700 33

スーパーツール㈱ 59,000 31

前田金属工業㈱ 他40銘柄 514,181 417

計 692,339 970

銘柄 券面総額(百万円) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

その他有価証券

NOMURA EUROPE FINANCE N.V.

早期償還条件付ユーロ円建リバースフロータ
債

100 70

The Canadian Wheat Board

ユーロ円建コーラブルリバースフロータ債 100 88

MitsubishiSecurities  International  plc 
“MSI”＃1110 

期限前償還条項付為替リンク債 100 100

計 300 259

種類及び銘柄 投資口数等(万口) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

その他有価証券

〔証券投資信託の受益証券〕

野村アセットマネジメント㈱

ノムラ日本株戦略ファンド 10,000 91

計 10,000 91



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注)１ 当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

 
２ ソフトウエアの当期減少額及びソフトウエア仮勘定の当期増加額にはソフトウエアに含めて表示していたソ

フトウエア仮勘定の期首残高401百万円の振替額が各々含まれております。 

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 
(百万円)

有形固定資産

建物 14,286 4,245 214 18,317 6,884 627 11,433

構築物 461 274 3 733 319 47 414

機械及び装置 43 ― ― 43 22 8 20

車両及び運搬具 970 88 99 959 718 116 241

工具器具及び備品 2,264 713 140 2,837 1,767 227 1,070

土地 10,842 1,405 ― 12,247 ― ― 12,247

建設仮勘定 1,164 3,160 3,874 450 ― ― 450

有形固定資産計 30,033 9,888 4,331 35,590 9,711 1,027 25,878

無形固定資産

商標権 0 0 ― 0 0 0 0

ソフトウェア 822 628 450 1,000 250 103 750

ソフトウエア仮勘定 ― 1,651 452 1,199 － － 1,199

施設利用権 8 2 ― 11 5 0 6

無形固定資産計 832 2,283 902 2,212 256 104 1,956

長期前払費用 35 4 0 39 23 4 16

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

建物     プラネット神戸 1,579百万円

プラネット東関東 1,785百万円

プラネット東海 633百万円

土地 プラネット北関東用地 995百万円

プラネット東海用地 402百万円

建設仮勘定 次期基幹システム 336百万円

ソフトウエア仮勘定 次期基幹システム 1,054百万円



【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

該当事項はありません。 

  

【資本金等明細表】 

  

 
(注) １ 当期末における自己株式数は、17,637株であります。 

２ 当期の増加額は自己株式の買増請求より増加したものであります。 

３ 当期の増加額及び当期減少額は前期決算の利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

 
（注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、一般債権に係る貸倒引当金の洗替額71百万円及び債権の

回収に伴う取崩額22百万円であります。 

区分 前期末残高 当期増加額
当期減少
額

当期末残高

資本金(百万円) 5,022 ― ― 5,022

資本金のうち 
既発行株式

普通株式 (注)1 (株) (33,004,372) (―) (―) (33,004,372)

普通株式 (百万円) 5,022 ― ― 5,022

計 (株) (33,004,372) (―) (―) (33,004,372)

計 (百万円) 5,022 ― ― 5,022

資本準備金 
及び 
その他 
資本剰余金

(資本準備金)
株式払込剰余金

(百万円) 4,709 ― ― 4,709

(その他資本剰金) 
自己株式処分差益

(注)2 (百万円) 0 1 ― 1

計 (百万円) 4,710 1 ― 4,711

利益準備金 
及び 
任意積立金

利益準備金 (百万円) 1,255 ― ― 1,255

任意積立金

配当平均積立金 (注)3 (百万円) 1,980 1,000 ― 2,980

買換資産圧縮 
積立金

(注)3 (百万円) 38 ― 0 37

別途積立金 (注)3 (百万円) 42,360 500 ― 42,860

計 (百万円) 45,634 1,500 0 47,133

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 504 32 369 94 73

賞与引当金 743 708 743 － 708

役員退職引当金 381 － 77 － 303



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

イ 現金及び預金 

  

 
  

ロ 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)期日別内訳 

  

 
  

区分 金額(百万円)

現金 6

預金

当座預金 13,213

普通預金 3,929

別段預金 4

自由金利定期預金 10

預金計 17,157

合計 17,163

相手先 金額(百万円)

㈱ダイイチ 18

西川工具㈱ 5

西本産商㈱ 3

㈱誠和商工 2

㈱昭和商店 1

㈱同栄 0

合計 31

期日別 金額(百万円)

平成18年４月 19

５月 12

合計 31



ハ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)売掛金滞留状況 

  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記滞留状況の計算には消費税等を含めております。 

  

ニ 商品 

  

 
  

相手先 金額(百万円)

コーナン商事㈱ 730

㈱コメリ 540

㈱ナフコ 518

ホーマック㈱ 446

㈱カ－マ 314

イオン九州㈱ 他 16,444

合計 18,993

期首残高 
(百万円) 
(Ａ)

当期発生高 
(百万円) 
(Ｂ)

当期回収高
(百万円) 
(Ｃ)

当期末残高
(百万円) 
(Ｄ)

 

回収率(％)

Ｃ
×100

Ａ＋Ｂ
 

滞留期間(ヶ月)

Ｄ ÷
Ｂ
12

17,998 135,634 134,638 18,993 87.6 1.7

区分 金額(百万円)

切削工具 2,479

生産加工用品 1,354

工事用品 1,425

作業用品 5,923

環境安全用品 1,138

物流保管用品 913

研究管理用品 284

オフィス住設用品 466

その他 79

合計 14,065



② 負債の部 

イ 買掛金 

  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(百万円)

住友スリーエム㈱ 402

三進金属工業㈱ 242

コニシ㈱ 241

スリーエムヘルスケア㈱ 219

浜田工業㈱ 163

㈱スーパーツール 他 11,516

合計 12,786



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) １ 当社は定款によって単元未満株式の買増し制度を導入いたしました。なお、その取扱場所、株主名簿管理

人、取次所及び買増手数料は単元未満株式の買取りに準じております。 

２ 平成18年６月16日開催の定時株主総会決議により定款の一部変更が行われ、当会社の公告方法は次のとおり

となりました。 

 当社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告

をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

 なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりです。 

(ホームページアドレス http://www.trusco.co.jp/) 

  

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 毎決算期末より３ヶ月以内

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券 1,000株券 10,000株券

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

取扱場所
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 証券代行部

株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社

取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 株券１枚につき50円に印紙税相当額を加算した金額

単元未満株式の買取り・
買増し

取扱場所
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 証券代行部

株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社

取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 単元株主に対し、年１回当社取扱商品を贈呈



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第42期)

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

平成17年６月20日 
関東財務局長に提出。

(2) 半期報告書 (第43期中)
 

自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日

 
平成17年12月19日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成17年６月17日
   

トラスコ中山株式会社 

取締役会 御中 
 

  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているトラスコ中山株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第42期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について

監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、トラスコ中山株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計方針の変更に記載のとおり、会社は、当期から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、

当該会計基準により財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

  

 

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  鎌  倉  寛  保  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  安  藤  泰  蔵  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月16日
   

トラスコ中山株式会社 

取締役会 御中 
 

  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているトラスコ中山株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第43期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について

監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、トラスコ中山株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

  

 

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  丹  治  茂  雄  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  安  藤  泰  蔵  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
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